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こ
の
度
の
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
よ
り
被
害
を
受

け
ら
れ
た
方
々
、
関
係
者
の
皆
様
に
対
し
、
心
よ
り
御
見

舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

能
登
半
島
で
は
二
〇
二
〇
年
頃
よ
り
地
震
が
頻
発
し
て

お
り
、
地
元
の
方
々
は
相
応
の
心
づ
も
り
も
あ
っ
た
と
思

わ
れ
ま
す
が
、
多
く
の
人
々
が
帰
郷
す
る
正
月
の
団
欒
時

に
そ
の
牙
を
剥
か
れ
、
自
然
と
は
何
と
残
酷
な
も
の
な
の

だ
ろ
う
か
と
嘆
か
ず
に
は
い
ら
れ
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
我
々
日
本
人
は
、
太
古
の
昔
か
ら
数
多
の
震

災
を
経
験
し
、
乗
り
越
え
、
今
の
豊
か
な
生
活
を
築
い
て

き
ま
し
た
。
阪
神
大
震
災
や
東
日
本
大
震
災
の
と
き
も
世

界
か
ら
称
賛
さ
れ
た
よ
う
に
、
今
回
も
、
秩
序
あ
る
冷
静

な
行
動
と
、
悲
し
み
に
打
ち
ひ
し
が
れ
な
が
ら
も
互
い
を

思
い
遣
る
姿
に
胸
を
打
た
れ
ま
す
。

政
府
に
よ
る
被
災
者
の
方
の
生
活
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
も

取
り
ま
と
め
ら
れ
、
一
日
も
早
い
復
興
と
、
被
災
者
の
方

に
少
し
で
も
希
望
が
灯
る
こ
と
を
願
っ
て
止
み
ま
せ
ん
。

    

復
興
へ
の
希
望
を

復
興
へ
の
希
望
を



ど
う
ぞ
お
気
軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

３　
新
規
会
員
加
入
促
進
及
び
「
一
と

声
運
動
」（
一
会
員
一
事
業
所
紹
介

運
動
）
の
推
進

労
働
保
険
未
加
入
事
業
所
、
ま
た
、

既
に
加
入
し
て
い
る
が
労
働
保
険
事
務

組
合
制
度
の
様
々
な
特
典
を
未
だ
ご
存

知
な
い
事
業
所
に
対
し
、
本
制
度
の
周

知
を
図
り
、
加
入
促
進
に
努
め
ま
す
。

中
で
も
建
設
業
に
お
い
て
は
、
国
土

交
通
省
の
「
社
会
保
険
の
加
入
に
関
す

る
下
請
指
導
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
よ
り
、

適
正
な
社
会
保
険
（
雇
用
保
険
、
健
康

保
険
、
厚
生
年
金
保
険
等
）
に
加
入
し

て
い
な
い
企
業
・
作
業
員
は
、
平
成
29

年
度
以
降
下
請
企
業
と
し
て
選
定
さ
れ

な
か
っ
た
り
、
現
場
入
場
で
き
な
か
っ

た
り
し
て
お
り
、
未
加
入
企
業
等
へ
の

加
入
促
進
を
一
層
強
化
し
ま
す
。

な
お
、
一
と
声
運
動
に
よ
り
加
入
さ

れ
た
事
業
所
に
は
、
ご
紹
介
い
た
だ
い

た
事
業
所
と
共
に
、
一
般
会
費
よ
り
も

有
利
な
特
別
会
費
を
適
用
し
ま
す
。

４　
保
険
料
等
の
自
動
振
替
化
の
推
進

関
係
官
署
も
労
働
保
険
料
等
の
自
動

振
替
化
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

事
業
主
の
方
に
と
っ
て
も
、
納
期
に

余
裕
が
で
き
る
等
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り

ま
す
。
ご
希
望
の
方
は
、
本
会
ま
で
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

５　
社
会
福
祉
事
業
へ
の
協
力

少
子
高
齢
化
社
会
で
あ
る
我
が
国
で

は
、
高
齢
者
の
介
護
施
設
や
児
童
の
保

育
・
育
成
施
設
が
ま
だ
ま
だ
不
足
し
て

い
ま
す
。
本
会
で
は
労
働
福
祉
事
業
の

推
進
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
関
連
団
体

が
行
う
社
会
福
祉
事
業
に
対
し
て
も
協

力
し
て
参
り
ま
す
。

皆
様
か
ら
お
預
り
し
た
令
和
５
年
度

の
労
働
保
険
料
等
の
国
へ
の
納
付
に
つ

き
ま
し
て
は
、
先
般
の
第
３
期
分
の
納

付
を
も
っ
て
完
了
致
し
ま
し
た
の
で
、

こ
こ
に
ご
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

な
お
、
今
後
と
も
本
会
へ
の
所
定
期

限
内
の
保
険
料
等
の
納
付
に
ご
協
力
い

た
だ
き
ま
す
よ
う
、
よ
ろ
し
く
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

二　
対
応
が
必
要
な
事
項

１　
本
人
の
同
意
を
得
る
・
同
意
の
撤

回
の
手
続
を
定
め
る
（
専
門
型
・
企

画
型
）

２　
労
使
委
員
会
に
賃
金
・
評
価
制
度

を
説
明
す
る
（
企
画
型
）

３　
労
使
委
員
会
は
制
度
の
実
施
状
況

の
把
握
と
運
用
改
善
を
行
う
（
企
画

型
）

４　
労
使
委
員
会
は
６
ヶ
月
ご
と
に
１

回
開
催
す
る
（
企
画
型
）

５　
定
期
報
告
の
頻
度
の
変
更
（
企
画

型
）

具
体
的
に
は
、
専
門
業
務
型
の
場
合

は
労
使
協
定
に
右
記
１
を
追
加
、
企
画

業
務
型
の
場
合
は
労
使
委
員
会
の
運
営

規
程
に
右
記
２ 

・ 

３ 

・ 

４
を
追
加
後
、

決
議
に
右
記
１ 

・ 

２
を
追
加
し
、
裁

量
労
働
制
を
導
入・運
用
す
る
ま
で（
継

続
導
入
す
る
事
業
場
で
は
令
和
６
年
３

月
末
日
ま
で
）
に
労
働
基
準
監
督
署
に

労
使
協
定
届
・
労
使
委
員
会
決
議
届
の

届
出
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

三　
追
加
さ
れ
た
事
項

裁
量
労
働
制
を
導
入
す
る
場
合
、
従

業
員
の
健
康
・
福
祉
確
保
措
置
を
実
施

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
そ
の
措

　
コ
ロ
ナ
禍
を
克
服
し
つ
つ
あ
っ
た
矢
先
、
年
始
に
発
生
し
た
能
登
半

島
地
震
は
、
人
々
の
生
活
に
深
刻
な
影
響
を
与
え
て
い
ま
す
。
被
災
者
の

方
々
の
ケ
ア
、
被
災
地
の
復
興
に
注
力
す
る
の
は
勿
論
で
す
が
、
好
転

し
て
き
て
い
た
雇
用
環
境
や
景
気
動
向
に
ど
れ
程
の
影
響
を
与
え
る
の

か
、
注
視
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
本
紙
に
も
掲
載
の
能
登
半
島
地
震
に
関
す
る
雇
用
保
険
上
の
特
例

等
、
予
定
さ
れ
る
法
改
正
情
報
等
を
い
ち
早
く
提
供
す
る
他
、
様
々
な

お
問
い
合
わ
せ
に
お
答
え
し
、
会
員
事
業
所
皆
様
の
一
助
と
な
る
よ
う

努
め
て
参
り
ま
す
の
で
、
新
年
度
も
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

令
和
５
年
度
労
働
保
険
料
等
の

国
へ
の
納
付
が
完
了
し
ま
し
た
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１　
広
範
囲
に
わ
た
る
業
務
相
談
等

労
災
保
険
や
雇
用
保
険
、
そ
の
他
労

務
管
理
に
係
る
各
種
法
制
度
の
新
設
、

改
正
等
に
つ
い
て
、
そ
の
詳
細
を
迅
速

に
会
員
の
皆
様
に
お
知
ら
せ
す
る
と
共

に
、
具
体
的
な
対
応
策
等
、
様
々
な
ご

質
問
に
お
答
え
す
る
た
め
、
年
間
を
通

し
て
広
範
囲
に
わ
た
り
業
務
相
談
に
応

じ
ま
す
。
ま
た
、
特
に
重
要
な
事
項
に

つ
い
て
は
研
修
会
等
を
実
施
し
ま
す
。

２　
各
種
助
成
金
・
奨
励
金
制
度
に
関

す
る
相
談

雇
用
保
険
料
率
に
は
、
事
業
主
に
対

し
て
支
給
さ
れ
る
助
成
金
・
奨
励
金
等

の
費
用
に
充
て
ら
れ
る
分
が
含
ま
れ
て

い
ま
す
。
現
在
は
恒
常
的
な
雇
入
れ
関

係
助
成
金
の
他
、
緊
急
措
置
の
助
成
金
も

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
中
に
は
分
か
り
に

く
い
も
の
も
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、

一　
裁
量
労
働
制
と
は

裁
量
労
働
制
と
は
、
実
際
の
労
働
時

間
に
関
係
な
く
、
労
使
間
の
協
定
で
定

め
た
時
間
に
つ
い
て
働
い
た
も
の
と
み

な
し
、
賃
金
を
支
払
う
制
度
で
す
。
使

用
者
は
労
働
時
間
の
管
理
を
労
働
者
に

委
ね
、
原
則
と
し
て
時
間
指
示
を
行
わ

な
い
こ
と
が
特
徴
で
す
（
但
し
、
使
用

者
は
安
全
配
慮
義
務
と
し
て
、
実
労
働

時
間
の
記
録
及
び
管
理
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
）。

裁
量
労
働
制
に
は
、
新
商
品
開
発
業

務
や
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム
の
分
析
・
設

計
業
務
等
、
専
門
業
種
を
対
象
と
し
た

「
専
門
業
務
型
」
と
、
事
業
の
運
営
に

関
す
る
事
項
の
企
画
・
立
案
・
調
査
・

分
析
の
業
務
を
行
う
労
働
者
を
対
象
と

し
た
「
企
画
業
務
型
」
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
裁
量
労
働
制
は
、
柔
軟
な
働
き

方
を
可
能
に
し
、
生
産
性
の
向
上
に
繋

が
り
、
人
件
費
の
管
理
が
し
や
す
く
な

る
等
メ
リ
ッ
ト
が
多
く
あ
る
一
方
、
長

時
間
労
働
が
常
態
化
し
や
す
い
等
の
問

題
が
生
じ
て
い
る
こ
と
か
ら
、こ
の
度
、

裁
量
労
働
制
の
導
入
・
継
続
に
対
し
改

正
が
行
わ
れ
、
次
の
通
り
対
応
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

 
令
和
六
年
度

 　
 

主
要
事
業
計
画
に
つ
い
て

《
労
働
基
準
》

 

令
和
６
年
４
月
以
降
、
裁
量
労
働
制
の

　

 

導
入
・
継
続
に
は
新
た
な
手
続
が
必
要
で
す



置
が
次
の
と
お
り
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

①
勤
務
間
イ
ン
タ
ー
バ
ル
の
確
保

②
深
夜
労
働
の
回
数
制
限

③
労
働
時
間
の
上
限
措
置
（
一
定
の
労

働
時
間
を
超
え
た
場
合
の
制
度
の
適

用
解
除
）

④
年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て
ま
と
ま
っ

た
日
数
を
連
続
し
て
取
得
す
る
こ
と

を
含
め
た
そ
の
取
得
促
進

⑤
一
定
の
労
働
時
間
を
超
え
る
対
象
労

働
者
へ
の
医
師
の
面
接
指
導

⑥
代
償
休
日
又
は
特
別
な
休
暇
の
付
与

⑦
健
康
診
断
の
実
施

⑧
心
と
か
ら
だ
の
健
康
問
題
に
つ
い
て

の
相
談
窓
口
設
置

⑨
適
切
な
部
署
へ
の
配
置
転
換

⑩
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指
導
又
は

対
象
労
働
者
に
産
業
医
等
に
よ
る
保

健
指
導
を
受
け
さ
せ
る
こ
と

右
記
の
①
か
ら
④
ま
で
の
措
置
、
⑤

か
ら
⑩
ま
で
の
措
置
を
そ
れ
ぞ
れ
一
つ

ず
つ
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ

れ
、
こ
の
う
ち
特
に
、
把
握
し
た
対
象

労
働
者
の
勤
務
状
態
を
踏
ま
え
、
③
の

措
置
を
実
施
す
る
こ
と
が
労
働
者
の
健

康
確
保
を
は
か
る
上
で
望
ま
し
い
と
さ

れ
て
い
ま
す
。

裁
量
労
働
制
の
導
入
等
に
は
、
右
記

の
通
り
新
た
に
必
要
な
事
項
が
追
加
さ

れ
ま
し
た
が
、
そ
れ
以
外
に
も
所
定
の

手
続
・
要
件
が
あ
り
ま
す
。
裁
量
労
働

制
の
導
入
を
検
討
さ
れ
て
い
る
事
業
所

は
、本
会
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。

一　
労
災
保
険
率
等
に
つ
い
て

１　
労
災
保
険
率
の
改
定

労
災
保
険
率
は
、
将
来
に
わ
た
っ

て
労
災
保
険
の
事
業
に
係
る
財
政
の

均
衡
を
保
つ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

過
去
３
年
間
の
災
害
発
生
状
況
等
を

考
慮
し
て
、
事
業
の
種
類
ご
と
に
定

め
る
こ
と
と
さ
れ
、
原
則
３
年
ご
と

に
改
定
が
行
わ
れ
る
と
こ
ろ
で
す

が
、
コ
ロ
ナ
禍
等
に
よ
る
厳
し
い
経

済
情
勢
を
踏
ま
え
、
こ
の
３
年
間
に

つ
い
て
は
、
改
定
が
見
送
ら
れ
て
い

ま
し
た
。

今
般
、
令
和
６
年
４
月
１
日
以
降

に
適
用
さ
れ
る
労
災
保
険
率
に
つ
い

て
、〈
表
１
〉
の
通
り
改
定
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
（
引
下
げ
17
業

種
、
引
上
げ
３
業
種
、
据
置
き
34
業

種
）。

２　
労
務
費
率
の
改
定

請
負
に
よ
る
建
設
の
事
業
（
元
請

工
事
）
に
係
る
労
務
費
率
（
賃
金
総

額
の
算
定
に
当
た
り
請
負
金
額
に
乗

ず
る
率
）
に
つ
い
て
、
労
災
保
険
率

の
改
定
と
併
せ
て
〈
表
２
〉
の
通
り

改
定
さ
れ
ま
す
。

な
お
、
建
設
の
事
業
の
「
一
括
有

期
事
業
報
告
書
」
に
記
載
す
る
元
請

工
事
の
請
負
金
額
に
つ
い
て
は
、
従

前
通
り
、
消
費
税
を
含
め
な
い
で
く

だ
さ
い
。

３　
建
設
業
の
一
人
親
方
の
特
別
加
入

保
険
料
率
の
改
定

建
設
業
の
一
人
親
方
の
労
災
保

〈表１〉労災保険率の改定       　　　　　　　　　　　　　   （令和６年４月 1 日改定）
事業の
種類の
分　類

事業の
種類の
番　号

事　　業　　の　　種　　類
労災保険率

（1000 分の）
現　行 改　定

林　　業 02 又は 03 林業 60 52
漁　　業 11 海面漁業（定置網漁業又は海面魚類養殖業を除く。） 18

12 定置網漁業又は海面魚類養殖業 38 37
鉱　　業 21 金属鉱業、非金属鉱業（石灰石鉱業又はドロマイト鉱業を除く。）又は石炭鉱業 88

23 石灰石鉱業又はドロマイト鉱業 16 13
24 原油又は天然ガス鉱業 2.5
25 採石業 49 37
26 その他の鉱業 26

建設事業 31 水力発電施設、ずい道等新設事業 62 34
32 道路新設事業 11
33 舗装工事業 9
34 鉄道又は軌道新設事業 9
35 建築事業（既設建築物設備工事業を除く。） 9.5
38 既設建築物設備工事業 12
36 機械装置の組立て又は据付けの事業 6.5 6
37 その他の建設事業 15

製 造 業 41 食料品製造業 6 5.5
42 繊維工業又は繊維製品製造業 4
44 木材又は木製品製造業 14 13
45 パルプ又は紙製造業 6.5 7
46 印刷又は製本業 3.5
47 化学工業 4.5
48 ガラス又はセメント製造業 6
66 コンクリート製造業 13
62 陶磁器製品製造業 18 17
49 その他の窯業又は土石製品製造業 26 23
50 金属精錬業（非鉄金属精錬業を除く。） 6.5
51 非鉄金属精錬業 7
52 金属材料品製造業（鋳物業を除く。） 5.5 5
53 鋳物業 16
54 金属製品製造業又は金属加工業（洋食器、刃物、手工具又は

一般金物製造業及びめつき業を除く。） 10 9
63 洋食器、刃物、手工具又は一般金物製造業（めつき業を除く。） 6.5
55 めつき業 7 6.5

56
機械器具製造業（電気機械器具製造業、輸送用機械器具製造
業、船舶製造又は修理業及び計量器、光学機械、時計等製造
業を除く。）

5

57 電気機械器具製造業 2.5 3
58 輸送用機械器具製造業（船舶製造又は修理業を除く。） 4
59 船舶製造又は修理業 23
60 計量器、光学機械、時計等製造業（電気機械器具製造業を除く。） 2.5
64 貴金属製品、装身具、皮革製品等製造業 3.5
61 その他の製造業 6.5 6

運 輸 業 71 交通運輸事業 4
72 貨物取扱事業（港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業を除く。） 9 8.5
73 港湾貨物取扱事業（港湾荷役業を除く。） 9
74 港湾荷役業 13 12

電気、ガス、
水道又は熱
供給の事業

81 電気、ガス、水道又は熱供給の事業 3

その他の事業 95 農業又は海面漁業以外の漁業 13
91 清掃、火葬又はと畜の事業 13
93 ビルメンテナンス業 5.5 6
96 倉庫業、警備業、消毒又は害虫駆除の事業又はゴルフ場の事業 6.5
97 通信業、放送業、新聞業又は出版業 2.5
98 卸売業・小売業、飲食店又は宿泊業 3
99 金融業、保険業又は不動産業 2.5
94 その他の各種事業 3
90 船舶所有者の事業 47 42

注）改定欄が空欄の事業については改定は行われません。
〈表２〉労務費率の改定         　　　　　　　　　　　　　   （令和６年４月1日改定）

事業の
種類の
分　類

事業の
種類の
番　号

事　　業　　の　　種　　類
請負金額に
乗ずる率　

現　行 改　定

建設事業

31 水力発電施設、ずい道等新設事業 19%
32 道路新設事業 19%
33 舗装工事業 17%
34 鉄道又は軌道新設事業 24% 19%
35 建築事業（既設建築物設備工事業を除く。） 23%
38 既設建築物設備工事業 23%
36 機械装置の組立て又は据付けの事業 組立て又は取付けに関するもの 38%

その他のもの 21%
37 その他の建設事業 24% 23%

注）改定欄が空欄の事業については改定は行われません。
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令
和
六
年
度

   

労
災
・
雇
用
保
険
率
に
つ
い
て

　
　
　

     

│ 

労
災
保
険
率
等
が
改
定
さ
れ
ま
す 

│ 



険
特
別
加
入
に
係
る
第
２
種
特
別

加
入
保
険
料
率
が
1000
分
の
18
か
ら

1000
分
の
17
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま

す
。

こ
れ
ら
改
定
後
の
労
災
保
険
率
等

は
、
令
和
６
年
度
の
概
算
保
険
料
か

ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

二　
雇
用
保
険
率
に
つ
い
て

雇
用
保
険
率
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お

け
る
雇
用
調
整
助
成
金
の
特
例
措
置

や
、
基
本
手
当
の
給
付
日
数
の
延
長

措
置
等
の
影
響
に
よ
り
、
雇
用
保
険

の
財
政
状
況
が
急
速
に
悪
化
し
、
令

和
４
年
度
上
半
期
・
下
半
期
、
令
和

５
年
度
と
、
２
年
３
回
に
亘
り
引
上

げ
ら
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
現

在
、
こ
れ
ら
の
特
例
措
置
は
終
了
し
、

雇
用
情
勢
も
求
人
が
底
堅
く
推
移
し

て
お
り
、
緩
や
か
に
持
ち
直
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
令
和
６
年
度
に
つ
い

て
は
、
令
和
５
年
度
か
ら
据
え
置
き

と
な
る
見
込
み
で
す
。

こ
の
度
の
令
和
６
年
能
登
半
島
地

震
に
よ
り
被
害
を
受
け
ら
れ
た
方
々
、

関
係
者
の
皆
様
に
対
し
、
心
よ
り
お

見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

当
該
震
災
が
激
甚
災
害
に
指
定
さ

れ
た
こ
と
に
伴
い
、
雇
用
保
険
及
び
雇

用
調
整
助
成
金
に
お
い
て
特
例
措
置

が
適
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

一　
雇
用
保
険
基
本
手
当
の
特
例

１　
本
地
震
の
影
響
に
よ
り
、
指
定
さ

れ
た
失
業
の
認
定
日
に
や
む
を
得
ず

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
来
所
で
き
な
か
っ

た
と
き
は
、
来
所
可
能
な
日
に
失
業

の
認
定
日
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
（
事
前
の
申
し
出
は
不
要
、
や
む

を
得
な
い
理
由
を
証
明
す
る
書
類
も
不

要
）。
失
業
の
認
定
日
に
来
所
で
き
な

か
っ
た
方
は
、
来
所
日
の
前
日
ま
で

の
失
業
認
定
を
一
括
で
行
い
ま
す
。

ま
た
、
失
業
認
定
に
あ
た
り
、
や

む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
場
合
に
は
、
求
職
活
動
実
績
は

問
わ
れ
ま
せ
ん
。

２　
本
地
震
に
よ
る
交
通
の
途
絶
や

遠
隔
地
へ
の
避
難
な
ど
に
よ
り
居
住

地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
来

所
で
き
な
い
と
き
は
、
そ
の
他
の
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
で
基
本
手
当
の
受
給
手

続
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。ま
た
、

受
給
手
続
に
必
要
な
確
認
書
類
が
な

い
場
合
で
も
、
手
続
を
行
う
こ
と
が

で
き
ま
す
。

３　
本
地
震
発
生
の
時
点
で
被
災
地
域

内
の
事
業
所
で
勤
務
し
て
い
た
方
に

つ
い
て
、

①　
激
甚
災
害
法
の
指
定
地
域
内
の

事
業
所
が
災
害
に
よ
り
休
止
・
廃

止
し
た
た
め
に
、
休
業
し
て
賃
金

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
に

つ
き
、
実
際
に
離
職
し
て
い
な
く

と
も
基
本
手
当
の
受
給
が
で
き

る
。

②　
激
甚
災
害
法
の
指
定
地
域
及
び

そ
の
隣
接
す
る
地
域
内
の
事
業
所

が
災
害
に
よ
り
休
止
・
廃
止
し
た

た
め
に
、
一
時
的
に
離
職
し
た
方

に
つ
き
、
事
業
再
開
後
の
再
雇
用

が
予
定
さ
れ
て
い
る
場
合
で
あ
っ

て
も
、基
本
手
当
を
受
給
で
き
る
。

と
い
う
特
例
措
置
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
特
例
は
、
雇
用
保
険
に
６
ヶ

月
以
上
加
入
し
て
い
る
等
の
要
件
を

満
た
す
方
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

但
し
、
本
特
例
措
置
を
利
用
し
て

基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
た
方
に
つ

い
て
は
、休
業
又
は
一
時
離
職
後
に
、

元
の
事
業
所
に
復
帰
し
て
雇
用
保
険

被
保
険
者
資
格
を
取
得
し
て
も
、
当

該
休
業
又
は
一
時
離
職
前
の
雇
用
保

険
の
被
保
険
者
で
あ
っ
た
期
間
は
通

算
さ
れ
ま
せ
ん
。

４　
激
甚
災
害
法
の
指
定
地
域
に
お
住

ま
い
の
方
が
自
己
都
合
で
退
職
し
た

場
合
、
給
付
制
限
期
間
が
１
ヶ
月
に

短
縮
さ
れ
る
特
例
措
置
に
よ
り
、
給

付
開
始
時
期
が
早
ま
り
ま
す
。

二　
雇
用
調
整
助
成
金
の
主
な
特
例

１　
通
常
、
売
上
高
等
の
事
業
活
動
を

示
す
生
産
指
標
の
最
近
３
ヶ
月
間
の

月
平
均
値
が
、
前
年
同
期
と
比
べ

10
％
以
上
減
少
し
て
い
る
事
業
所
で

あ
る
こ
と
を
必
要
と
し
て
い
ま
す
が
、

こ
の
比
較
期
間
を
「
最
近
１
ヶ
月
」

と
し
ま
す
。

２　
通
常
、
雇
用
保
険
被
保
険
者
及
び

受
け
入
れ
て
い
る
派
遣
労
働
者
の
雇

用
量
を
示
す
雇
用
指
標
の
最
近
3
ヶ

月
の
平
均
値
が
、前
年
同
期
比
で
５
％

を
超
え
か
つ
６
名
以
上
（
中
小
企
業

事
業
主
の
場
合
は
10
％
を
超
え
４
名

以
上
）
増
加
し
て
い
る
場
合
は
助
成

対
象
と
な
り
ま
せ
ん
が
、
そ
の
要
件

を
撤
廃
し
ま
す
。

３　
通
常
、
生
産
指
標
等
を
前
年
同
期

と
比
較
す
る
た
め
、
雇
用
保
険
適
用

事
業
所
設
置
後
1
年
未
満
の
事
業
主

は
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
が
、
本
特
例

に
お
い
て
は
、
令
和
6
年
1
月
1
日

時
点
に
お
い
て
事
業
所
設
置
後
1
年

未
満
の
事
業
主
に
つ
い
て
も
助
成
対

象
と
し
ま
す
。
そ
の
場
合
、
右
記
１

の
生
産
指
標
は
地
震
発
生
前
の
指
標

と
比
較
し
ま
す
。

ま
た
、
継
続
し
て
雇
用
さ
れ
た
期

間
が
6
ヶ
月
未
満
の
雇
用
保
険
被
保

険
者
も
支
給
対
象
と
し
ま
す
。

４　
通
常
、
助
成
対
象
と
な
る
休
業
、

教
育
訓
練
（
以
下
「
休
業
等
」）
又

は
出
向
を
行
う
に
あ
た
り
、
事
前
に

計
画
届
の
提
出
が
必
要
で
す
が
、
計

画
届
の
提
出
日
が
令
和
6
年
3
月
31

日
ま
で
の
間
で
あ
る
場
合
は
、
計
画

届
を
事
前
に
提
出
し
た
も
の
と
み
な

し
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
令
和
6
年

1
月
1
日
以
降
に
開
始
さ
れ
た
休
業

等
や
出
向
に
つ
い
て
も
遡
及
し
て
助

成
対
象
と
な
り
ま
す
。

５　
新
潟
・
富
山
・
石
川
・
福
井
の
4

県
の
事
業
所
は
、
さ
ら
に
助
成
率
等

に
つ
き
特
例
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
ら
の
特
例
措
置
は
、
地
震
に
伴

う
経
済
上
の
理
由
に
よ
り
休
業
等
又
は

出
向
を
行
う
事
業
主
が
対
象
で
す
。
当

該
「
経
済
上
の
理
由
」
と
は
、
地
震
に

よ
る
直
接
的
な
被
害
そ
の
も
の
は
当
た

り
ま
せ
ん
が
、
取
引
先
の
地
震
被
害
の

た
め
原
材
料
や
商
品
等
の
取
引
が
で
き

な
い
等
の
経
営
環
境
の
悪
化
に
つ
い
て

は
経
済
上
の
理
由
に
当
た
り
、
そ
れ
に

よ
っ
て
事
業
活
動
が
縮
小
し
休
業
等
を

行
っ
た
場
合
は
、助
成
対
象
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
当
該
特
例
措
置
は
休
業
等
又

は
出
向
の
初
日
が
令
和
6
年
1
月
1
日

か
ら
令
和
6
年
6
月
30
日
ま
で
の
間
に

あ
る
も
の
が
対
象
と
な
り
ま
す
。
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令
和
６
年
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登
半
島
地
震
に
関
す
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雇
用
保
険
関
係
の
特
例
に
つ
い
て




